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１ はじめに                                    

東村は沖縄本島北部に位置し、主な産業は農業と観光業です。農業では、国内で最も多く

パイナップルを生産しており、近年では「ゴールドバレル」ブランドを中心に生食用のパイ

ナップルが注目されています。また、平成28年9月に国立公園に指定され、令和3年7月に

は世界自然遺産に登録されるなど、豊かな自然環境を持つ地域です。これに伴い、観光業の

さらなる発展が期待されています。 

しかし、観光業の進展と共に、自然環境の保全や景観の向上が重要な課題となっています。

特に電柱の増加は災害時に道路が影響を受ける可能性があり、安全で安心な地域づくりを進

める必要があります。 

無電柱化は、電力供給インフラストラクチャー（主に電柱や電線）を地下に埋め込むこと

で、景観の改善、観光業の振興、地域の活性化に寄与します。また、道路の安全性向上や防

災機能の強化にもつながります。 

こうした背景から、東村は「無電柱化推進計画」を策定しました。この計画は、防災機能

を高め、安全で快適な生活空間を確保し、良好な景観を形成することを目的としています。

無電柱化を通じて、地域の魅力を高め、持続可能な観光業の発展に貢献することを目指しま

す。 

 

宇出那覇集落を走る国道331号の状況(R6.7.10現在) 
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２ 無電柱化の推進に関する基本的の方針                       

東村では、災害に強い地域づくりを目指し、安心で安全な生活環境を整えるために優先道路を

選定し、計画的に無電柱化を推進します。 

無電柱化には、多額の予算が必要なことから慎重かつ長期的な計画が求められます。関係期間

と連携し、地域住民の理解を得ながら無電柱化推進法第2条の理念に基づき事業を進めます。 

無電柱化により次のような効果が期待されます。 

・安全性の向上（自然災害時の電柱倒壊のリスクの減少や歩行者・車両の安全確） 

・美観の向上（景観の改善による地域の魅力向上） 

・防災機能の強化（災害時の迅速な復旧と被害拡大の防止） 

また、道路上の障害物が減ることで、交通の円滑化が期待されます。これらの基本理念に基づ

き、安全で美しい村づくりを目指して無電柱化を推進します。 

 

 

2.1今後の無電柱化の取組姿勢 

 東村は、三方を山に囲まれ、東は太平洋に面した地形です。これまで、台風による甚大な被

害を受けており、床上・床下浸水被害なども発生してきました。近年では、台風が来るたびに

停電が発生しています。基幹道路である国道331号および県道70号線・県道14号線が被害を

受けた場合、緊急輸送に支障が出る恐れがあり、災害に強い地域づくりが求められています。

電力は生活に欠かせないインフラであるため、どのような状況でも電力の確保が最優先です。

このため、無電柱化を進め、災害に強い地域づくりを推進することが必要です。 

東村では、基幹道路である国道331号および県道70号線、県道14号線の整備において、国

や県と連携しながら進めることが重要です。住民の安心安全を確保し、世界自然遺産の保護と

景観維持にも配慮した環境整備を進めるため、国および県に対し、無電柱化の推進を継続的に

働きかけていきます。 

 

 

2.2無電柱化の目的 

無電柱化推進に関する施策は、公共の福祉の確保、国民生活の向上、国民経済の健全な発展

に寄与することを目的に、平成 28年に制定された「無電柱化の推進に関する法律」に基づい

ています。この法律は、無電柱化の基本理念を定め、国および地方公共団体の責務を明確にし

ています。 

国は、この法律に基づき無電柱化推進計画を策定し、沖縄県も平成31年3月に「沖縄県無

電柱化推進計画」を策定しました。また、市町村は同計画を基に、無電柱化に関する施策を進

める努力義務が課されています。 

無電柱化は、災害の防止や安全で円滑な交通の確保、良好な景観の形成を図り、災害時の電

柱倒壊による障害を防ぐことで、住民の安心安全な生活を維持し、福祉の向上に寄与します。

また、電力の安定供給を確保し、台風時の停電を抑制し、緊急車両の通行障害を回避するため

にも、無電柱化は迅速に推進されるべきです。 

東村での無電柱化の目的は、災害に強いインフラの構築、安全で美しい景観の維持、観光業

の振興を通じた地域の魅力向上です。これにより、住民の生活環境を改善し、風光明媚な地域

づくりを目指します。 
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(1) 防災性の向上 

台風や地震などの自然災害に強いインフラ整備を進めます。特に、台風のたびに停電が発生

する東村では、無電柱化が急務です。災害時には、名護市までの輸送が必要となるため、緊急

輸送道路の確保は人命に関わる重要な課題です。電柱倒壊による輸送障害を避け、緊急輸送道

路の安全確保を最優先とします。 

 

出典：国土交通省ＨＰ 
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出典：国土交通省ＨＰ 

出典：国土交通省ＨＰ 

 (2) 安全で快適な歩道空間の確保 

歩道上の電柱は歩行者の通行を妨げ、時には車道に出て歩く必要が生じます。無電柱化

を進めることで、安全で快適な歩道空間を確保します。 

 

 

 

(3) 良好な景観の形成 

電柱や電線がなくなることで、地域の景観が改善されます。観光地や自然保護区の美し

い景観を守るため、無電柱化を推進し、地域の魅力を向上させ、産業活性化を図ります。 

 

 

 

３ 無電柱化の現状                                 

3.1 沖縄県の無電柱化状況 

沖縄県の無電柱化率は約1.8%で全国第8位です。平成3年から無電柱化事業に着手し、平

成12年には「沖縄21世紀ビジョン」を策定、無電柱化の推進が掲げられましたが、全国的

にも普及率は低く、東村において無電柱化事業は実施されていません。 
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               出典：国土交通省ＨＰ 

3.2東村の無電柱化状況 

緊急輸送道路である国道 331号及び県道 70号線は無電柱化が進んでおらず、電柱新設が

増加しており、特に国道 331号においては平良地内宇出那覇集落で「電柱通り」と揶揄され

る区間が存在しています。県道１４号線は緊急輸送道路の指定も受けていません。村管理道

路の福地ダム循環線が緊急輸送道路として 300ｍの距離において指定されていますが現在無

電柱化は実施されていません。 

 

国道331号、県道70号線、役場までの村道は第2次緊急輸送道路指定済

みですが１０ｍ程度の間隔で電柱が立ち並ぶ状況となっています。 
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役場入り口の状況 

４．無電柱化推進計画の期間及び目標                         

4.1計画の期間 

 本計画の期間は、沖縄県の推進計画を考慮しその動向を見据え第 2次緊急輸送道路の整備に併

せて実施することとしソフト面においては、道路占用料の見直しや許可の期間について見直しを

図る。 

4.2計画の目標 

 第 2次緊急輸送道路の整備計画が具体的に示された時期を本村無電柱化推進の起点とした整備

計画の下、無電柱化推進計画に基づき示された路線について事業化に着手する。 

 

５．無電柱化事業の整備方法                             

地下埋設方式を基本とし、光ファイバーケーブル等の併設を検討します。地中化が困難な地域には、

壁面や屋根面に沿った電線敷設方式も検討します。無電柱化を推進するためには、多様な事業手法が

不可欠であり、現地の状況に応じて関係者が連携し、電線共同溝方式に加えて単独地中化方式などの

様々な手法を活用し、より安価な手法にて整備していくことを基本として、適切な役割分担の下、地

域の実情に応じ、以下の構造及び手法により実施します。 

 

 

 

 

 

 

 

  （出典：国土交通省ＨＰ） 
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無電柱化の手法 

5.1無電柱化の構造 

5.1.1管路構造 

ケーブルを収用する管路と分岐器等を収容する特殊部により地中化する方式 

 

                           

     

                                          

出典：国土交通省ＨＰ 

 

 

5.1.2小型ボックス構造 

管路の代わりに小型化したボックス内

に電線と通信線等複数のケーブルを収

容し埋設する方式 

 

 

 

 

 

                    出典：国土交通省ＨＰ 

5.1.3直接埋設構造 

    ケーブルを地中に直接埋設する方式 

                

 

 

 

 

 

 

出典：国土交通省ＨＰ 

5.2事業手法 

事業を推進するためには、各種事業手法を取り入れる必要があります。下記に示す事業手法

を検討しつつ、最新技術を取り入れるよう考慮します。 

 

5.2.1屋側配線 

無電柱化したい通りの脇道に電

柱を配置し、そこから引き込む電線
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を沿道家屋の軒下又は軒先に配置する方式 

 

 

 

   

                          出典：国土交通省ＨＰ 

5.2.2迂回配線 

無電柱化したい主要な通りの裏通り等に配線類を配置し、主要な通りの沿道の需要家への  

引込みを裏通りから行い、主要な通りを無電柱化する方式 

 

出典：国土交通省ＨＰ 
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5.2.3電線共同溝方式 

電線共同溝の整備等に関する特別措置法（平成7年法律第39号）に基づき村が電線共同溝

を整備し、電線管理者（二者以上）が電線、地上器機を整備する方式 

出典：国土交通省ＨＰ 

5.2.4単独地中化方式 

   電線管理者が整備する方式 

電線管理者が自らの費用で地中化を行う手法で、管路等は電線管理者が道路占用物件として

管理する。現在、実施されている例は極めて少ないが電柱増設を抑制する上では指定された区

間においては採用されうる方式 

 

 

６．低コスト手法                                  

電線共同溝の整備費用は道路管理者が3.5億円／㎞と試算されており多額の費用が必要となっ

ています。無電柱化の推進には低コスト手法の導入や技術開発によるコスト縮減を図る必要があ

ります。国が主催する無電柱化推進技術検討会では整備促進に向けて費用の縮減を図るため調査

研究、技術開発を行っています。これらの情報を基に技術革新や道路状況による低コスト手法を

取り入れ東村の状況に応じた無電柱化の取組を推進します。 

 

6.1浅層埋設方式 

    浅層埋設方式は、電線等の埋設に関する設置基準（平成 28年 4月）により管路を従来よ

りも浅い位置に埋設する方式で、埋設位置が浅くなることで、掘削土量の削減や、特殊部の

コンパクト化を図ることが可能となり、コスト縮減に繋がります。 
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出典：国土交通省ＨＰ 

 

 

6.2小型ボックス活用方式 

電力と通信線の離隔距離に関する基準が緩和されたことにより、管路の代わりに小型ボック

スを活用した同一のボックス内に低圧電力線通信線を同時収納することで共同溝の構造をコン

パクト化する方式となっています。この手法は、需要密度が低い本地域には適した形状となっ

ています。 

 

6.3既存ストック方式 

 すでに占用埋設された管路、マンホール、ハンドホール等の電力設備、通信設備等を電線共同

溝として活用する方式となっています。 
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出典：国土交通省ＨＰ 

 

6.4管路の活用 

管路材としてこれまで使用されていた直管や曲管等からＦＥＰ管を活用することで施工の

省力化が図られコストの低減が期待できます。 

 

 

７．無電柱化を推進するための取組                          

管理道路への占用制限を設けることで新設電柱を制限し既設電柱への占用料の見直しを図り

ます。また、計画を着実なものにするため関連条例や規則を整備します。 

 

7.1緊急輸送道路等の無電柱化推進 

緊急輸送道路や無電柱化を推進する路線及び区域として具体的に実施場所として指定され

ることが確定した場合は、新規の電柱等の設置は認めないこととします。占用料は全体的に見

直しを図り、特に無電柱化を推進する路線及び区域については先行して対応します。 

 

   緊急輸送道路等の指定（図Ⅰ参照） 

路線名 位  置 距離 

福地ダム循環線 県道７０号線花見橋から平良１１号農道を役場前まで 300ｍ 

 

7.1.1「防災・減災、国土強靭化のための5ヵ年加速化対策」による推進 

   「防災・減災、国土強靱化のための５カ年加速化対策」により緊急輸送道路の無電柱化事業

を推進します。 

無電柱化計画路線（図Ⅰ参照） 

路線名 位  置 距離 

福地ダム循環線 県道７０号線花見橋から平良１１号農道を役場前まで 300ｍ 
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無電柱化検討路線（図Ⅱ参照） 

路線名 位  置 距離 

福地ダム循環線 役場入り口交差点からつつじエコパーク入り口まで 704ｍ 

 

 

 

7.1.2新設・既設電柱の占用制限 

無電柱化を目指す上で、既設電柱の取り扱いは重要な事項となります。指定道路での電柱

はもとより、村内における既設電柱の取り扱いについても無電柱化の可能性を検討し、新設

電柱を増やさない対策を実施します。これまでの道路占用については占用料を免除してきま

したが、今後は占用料を徴収し、無電柱化を促す取り組みを強化します 

 

7.1.3道路事業等に併せた無電柱化の推進 

 無電柱化を積極的に推進するため各種計画を策定する際には、無電柱化の可能性を検討し、

特に道路整備においては、優先して無電柱化を推進します。 

 

7.2占用料の減額措置 

電柱による道路の占用については、これを無償としていましたが、電柱等において、適正な占用

料を徴収することとします。また、村内全区間における既設の電柱等専用期間の更新時において占

用料の見直しを行い、占用者が無電柱化の措置を実施した場合は減免または免除します。地中化や

移設等が直ちに実施できない既存の電柱、又はやむを得ず設置を認める電柱は、当面の間は仮設占

用物として占用を許可します。指定道路においては、その許可期間は短期間とし、その期間に地中

化に向けた協議を行うこととします。 

 

7.3コスト縮減の推進 

 電線共同溝の整備費用は多額の費用が必要となっています。無電柱化の推進には低コスト手法の

導入や技術開発によるコスト縮減を図る必要があります。国が主催する無電柱化推進技術検討会で

は整備促進に向けて費用の縮減を図るため調査研究、技術開発を行っています。これらの情報を基

に技術革新や道路状況による低コスト手法を取り入れ東村の状況に応じた無電柱化の取組を検討

します。また、補助金を活用した事業導入を図ります。 
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出典：国土交通省HP 

 

 

 

 

7.4事業のスピードアップ 

 国道 331号や県道 70号線の計画を参照し東村が実施すべき路線の計画が着実に実施できるよう

国及び県と連携し準備を進めることでスピードアップを図ることとします。 

 

7.5メンテナンス・点検及び維持管理、計画の随時更新 

 地中化を推進する上でメンテナンス等においても長期的な視点において点検及び維持管理が着

実に実施できるよう体制を整え随時計画を見直し更新していくこととします。 

 

7.6無電柱化の推進体制及び関係者間の連携強化 

 道路管理者としての役割を十分に認識し各種計画に反映できる体制を整えることとします。 

 

7.6.1推進体制 

 第２次緊急輸送道路の整備計画が具体化した場合には、条例等の整備を行い、関係機関との連携

を図りつつ東村における電線等地中化推進を強力に推進できる体制を整えることとします。 

 

7.6.2工事・設備の連携 

 地中化を推進する上で関係機関との連携は欠かすことはできません。道路整備計画を立案する際

には電線管理者が新設・既設電柱の抑制・撤去が出来るよう電線管理者と協議・調整を進めていき

ます。 
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7.6.3民地の活用 

 無電柱化を推進するにあたり道路への地中化が困難であると判断された場合においる民有地の

活用を検討します。屋側配線や迂回配線等も検討し景観維持及び緊急輸送に障害にならない対策を

検討します。 

 

 

 

7.6.4他事業との連携 

 道路状況に応じ整備計画を立案する際に無電柱化推進を基本に関係各所と連携を図り合理的に

実施できるよう常に情報の共有を行い実施に向けて取組むこととします。 
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東村全体図 

  国道３３１号 

  県道１４号線・県道７０号線                                                  

  緊急輸送道路（計画路線） 

景観維持道路（検討路線） 
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図Ⅰ緊急輸送道路（計画路線） 

 

 

 

 

 

  



17 

 

図Ⅱ景観維持道路（検討路線） 
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参考資料 第２次緊急輸送道路（北部） 
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